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基本政策部会・船員部会中間とりまとめの全体像

内航海運暫定措置
事業の終了

船員の高齢化と
船員不足の懸念

荷主との硬直的関係
脆弱な事業基盤

自動運航技術等の
新技術の進展

内航海運暫定措置事業終了も踏まえた
荷主等との取引環境の適正化

船員の労働時間管理に対するオペレーターの関与
強化 （船員の労働時間を考慮した運航スケジュール設定）

荷主の協力促進 （法令遵守への協力を担保）

契約の適正化 （書面化）

急激な景気変動等への対応 （セーフティーネットの存続）

内航海運の運航・経営効率化、
新技術の活用

内航海運を支える船員の確保・育成と
働き方改革の推進

多様な事業形態に対応した仕組みづくり
（船舶管理業の確立）

新技術の活用促進
（安全の担保とそれに応じた規制の運用）

物流システムの効率化 （RORO船の活用）

船員の労働環境の改善
（労働時間管理の適正化、多様な働き方の実現等）

船員の健康確保 （陸上に倣った産業医制度等）

【船員の労働環境改善・健康確保】

【市場環境の整備】 【内航海運の生産性向上】

※船員部会等において検討

荷主のニーズに応え、内航海運の安定的輸送を確保するため、以下の取組を総合的に実施

内航海運を取り巻く現状

若年船員の定着等による船員の確保に加え、
荷主等との取引環境の改善や内航海運の生産性向上が必要


